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①本調査研究の背景・目的 

 年齢、性別、障害の有無を問わず誰でもプレイできる特性を活かし、ｅスポーツを活用する動きが全国
の自治体で始まっている。 

 自治体によるｅスポーツの活用には様々な効用がある一方で、活用は一部自治体に留まっているとの
仮説のもと、ｅスポーツの特性を整理した上で、自治体において活用できる政策分野を検討する。 

 本調査研究では、多摩・島しょ地域自治体が地域課題解決に向けた施策の１つとして、ｅスポーツに
関する動向の提示や、活用方策を提案することを目的とする。 

②本調査研究におけるｅスポーツの定義 

 
③ｅスポーツの特性 

 ｅスポーツには、 
 年齢や性別、障害の有無によらず楽しめる（インクルーシブ） 
 絆の形成や認知機能向上に寄与する 
との特性があり、この特性は「高齢者福祉」「共生社会の実現」「教育」「観光・産業振興」などの分野に
おける自治体の取組に活用できる。 

 後述するような自治体の取組でゲーム障害になるリスクは低く、本調査研究で取材した先進事例におい
て、ゲーム障害が課題となったケースはない。一方で、ｅスポーツと称した取組を実施することでゲーム障
害に関する質問が寄せられる可能性はあることから、ゲーム障害の特徴や対策に関する基礎的な情報
を把握しておく必要がある。 

④多摩・島しょ地域の自治体におけるｅスポーツ活用の現状把握等（アンケート調査） 

 ｅスポーツを活用している自治体は４分の１程度とまだ少ないが、近年徐々に広がりつつある。 
 自治体におけるｅスポーツの活用は草創期にあると言え、本調査研究などの情報に触れることで、

活用の幅が広がるのではないか。 
 ｅスポーツは、多世代交流・多文化共生、高齢者福祉、教育の分野で活用されることが多く、潜在的

なニーズとしては障害者の社会参画支援の分野も多い。 
  

 ｅスポーツとは、コンピューター・ビデオゲームを
使った対戦をスポーツ競技として捉える際の
名称※である。※一般社団法人 日本ｅスポーツ連合より 

 メディア上では、興行性の高いゲームタイトル
（右図の赤色の枠内）がよく取り上げられて
いる一方で、本調査研究は様々な対戦型ゲ
ームを対象とする（右図の緑色の枠内）。 

太鼓の達人（リズムゲーム）
グランツーリスモ
（ドライビングシミュレーター）
ぷよぷよ（パズルゲーム）
ストリートファイター
（格闘ゲーム）／等

※１ Esports Charts「視聴者数で人気のスポーツゲーム2022」の上位５位を抽出
※２ 自治体における取組事例から抜粋

リーグ・オブ・レジェンド（MOBA）
モバイルレジェンド（MOBA）
Counter-Strike: 
Global Offensive（FPS）
Dota 2（MOBA）
VALORANT（FPS）

その他、自治体による
取組で用いられているタイトル※2

世界のeスポーツシーンで
特に人気の高いタイトル※1
（下線は教育分野における自治体の取組で
用いられているタイトル）

対戦型ゲーム

■本調査研究において対象とするeスポーツ（対戦型ゲームの枠内）
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⑤多摩・島しょ地域の住民におけるｅスポーツ活用へのニーズ（アンケート調査） 

 ｅスポーツを自治体が活用することには６割以上の方が肯定的である。 
 特に高齢者福祉や障害者の社会参画支援、多世代交流・多文化共生、教育を目的とした取

組が住民に肯定的に受け止められることから、これらは自治体としても取り組みやすいとみられる。 
 肯定的な印象を持つ理由を見ると、年齢や性別、国籍、身体能力や障害などに関係なく参加できるな

どの理由が上位に挙がる。 
 ｅスポーツの特性であるインクルーシブ性を活用した取組は、理解を得やすいものとみられる。 

 行政が取り組むｅスポーツ事業に自身または家族が参加する際のハードルについて、特になしとの回答
が最も多い。他、若年層では「プログラムが魅力的ではない」「世間の目が気になる」が多く、高齢者層で
は「効果がわかりにくい」「行政の取組が周知されていない・イベントや事業を知る機会がない」が多い。 
 ｅスポーツ事業に参加するハードルは低いものとみられる。その上で、若年層の取り込みにおいては

プログラムの組み方等の工夫、高齢者層に対しては情報発信等の工夫が求められる。 

実施している
10

実施していないが

検討している
3

検討してい

ない
26

(n=39)

■（実施、検
討している場
合）
eスポーツの
実施・検討
開始時期

■eスポーツを活用した取組の実施・検討有無

1年以内
6

1～2年前
7

(n=13)

■（実施、検討している場合）eスポーツを活用する事業の実施目的（実施予定を含む）

■（推進意向がある場合）実施してみたいeスポーツ活用事業
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多世代交流・多文化共生を目的とした事業

障害者の社会参画の支援を目的とした事業

チームプレイやプログラミング等の教育を目的とした事業

高齢者の認知機能の向上を目的とした事業

子どもの居場所づくりを目的とした事業

高齢者の居場所づくりを目的とした事業

商店街振興やまちづくりを目的とした事業

観光振興を目的とした事業

引きこもりへの支援を目的とした事業

地元チームや関連産業を盛り上げることを目的とした事業

その他

(n=14)
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高齢者の認知機能の向上を目的とした事業

子どもの居場所づくりを目的とした事業

障害者の社会参画の支援を目的とした事業
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商店街振興やまちづくりを目的とした事業

その他

(n=13)

 事業を実施している自治体
では、人員・予算の不足な
どが課題であり、未実施自
治体では、実施スキーム・方

法に関するノウハウ不足、対
応できるステークホルダーが
いないなどの課題がある。 
 実施事例を参考にス

キームを組みつつ、持
続可能な体制を構築
することが望ましい。 

■（実施状況別）eスポーツを活用する上での課題（MA）
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ゲーム障害等に対する住民理解を得ることが難しい
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対応できるステークホルダーがいない

実施スキームや方法がわからない

成果や効果が見えにくい
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⑥ｅスポーツを活用している事例調査等 

 「高齢者福祉」「共生社会の実現」「教育」「観光・産業振興」の分野にて、下表のような先進自治体に
おける取組があり、ヒアリングを実施した。 

分野 自治体名 取組内容（開始年度） 

高齢者福祉 東京都西東京市 高齢者の集まりの場でのｅスポーツ講座の実施（2022 年度開始） 

石川県小松市 高齢者の集まりの場でのｅスポーツ講座の実施（2022 年度開始） 

共生社会の 

実現 

愛媛県 県内の障害者施設へのｅスポーツ導入支援（2020 年度開始） 

東京都江戸川区 中高生の交流施設へのｅスポーツの導入（2021 年度開始） 

東京都調布市 多世代・施設間交流イベントの実施（2022 年度開始） 

教育 神奈川県横須賀市 高校ｅスポーツ部の設置（2019 年度開始） 

東京都江戸川区 中高生の交流施設へのｅスポーツの導入（2021 年度開始） 

→本編では「共生社会の実現」分野に掲載 

沖縄県渡嘉敷村 オンライン部活動としてのｅスポーツの活用（2022 年度開始） 

観光・産業振興 石川県羽咋市 ｅスポーツスタジオの設置に向けた機運醸成のためのイベント実施（2022 年度開始） 

■行政がｅスポーツ事業に取り組むことの印象 ■行政がｅスポーツ事業に取り組むことに肯定的な印象を持つ理由
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プログラミング等の学習に効果があると思うため

楽しみながら社会課題を解決できると思うため

ゲームが好きなため

協調性や社会性等を学ぶ効果があると思うため

域内外から多くの人が参加すると思うため

健康増進等に効果があると思うため

社会課題の解決のきっかけになると思うため

安価な予算で社会課題を解決できると思うため
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子どもの居場所づくりを目的とした事業

引きこもりへの支援を目的とした事業

商店街振興やまちづくりを目的とした事業
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参加可能人数・開催日時に限りがある

プログラムが魅力的ではない

身体的・精神的な制限がある

世間の目が気になる
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自身が参加するハードル 家族を参加させるハードル
注）「やりたいゲームタイトルがない」は家族を参加させるハードルの選択肢に含まない。
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効果がわかりにくい

行政の取組が周知されていない

・イベントや事業を知る機会がない
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■行政が取り組むｅスポーツ事業に自身・家族が参加する際のハードル ■行政が取り組むｅスポーツ事業に自身が参加する際のハードル（年代別）

(n=200) １０・２０代 (n=200) ３０代 (n=200) ４０代 (n=200) ５０代 (n=200) ６０代以上
注）「やりたいゲームタイトルがない」は家族を参加させるハードルの選択肢に含まない。
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 年齢別に自身が参加する際のハードルを見ると、若年層では「プログラムが魅力的ではな

い」「世間の目が気になる」が他の世代に比べて突出して多くなっている。高齢者層では、

他の世代よりも全体的に参加ハードルに関する意見が多くなっているが、特に、「効果がわ

かりにくい」「行政の取組が周知されていない・イベントや事業を知る機会がない」が他の

世代に比べて多くなっており、若年層に対してはプログラムの組み方等の工夫、高齢者層に

対しては情報発信等の工夫が求められることが推察される。 

 

図表 81 年齢別・行政が取り組むｅスポーツ事業に自身が参加する際のハードル（MA） 
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⑦提言 

 多くの先進事例において、 
 年齢、性別、障害の有無によらず楽しめる（インクルーシブ） 
 コミュニケーションツールとして活用できる 
などの点が活かされており、これからｅスポーツを活用する場合においても意識すべきポイントとなる。 

 その上で、自治体がｅスポーツの活用について関心を持つ「高齢者福祉」「共生社会の実現」「教育」の
分野に照らし合わせて考えると、下図のようにｅスポーツを活用できる。 

分野 ｅスポーツを活用する目的 取組内容の例 
高齢者福祉 フレイル予防 

（社会性の低下の抑止） 
・ 既存の高齢者コミュニティにおける出張ｅスポーツ講座の実施 

デジタル・ディバイドの解消 ・ ｅスポーツ体験をきっかけとしたスマートフォン相談会などへの誘導 
共生社会の実現 障害者のウェルビーイング ・ 障害者施設におけるゲーム機、ソフト、アクセシビリティコントローラーの貸出・ 

購入補助 
障害者・健常者間の交流 ・ 障害者と健常者がともに対戦する大会の開催 

・ 障害者施設が開催する地域交流イベントへのｅスポーツ導入支援 
多世代交流 ・ 高齢者向け体験会における講師役としての学生ボランティアの巻き込み 

・ 祭りなど地域イベントにおけるｅスポーツの導入支援 
教育 戦略思考やチームワーク、 

コミュニケーション能力の 
向上 

・ 部活動や地域でのクラブ活動としてのｅスポーツの導入 
・ 交流施設におけるｅスポーツブースの開設 
・ 高齢者向け体験会等における講師役としての活躍の場づくり 

ICT 分野などのキャリア 
形成を考えるきっかけづくり 

・ 大会運営や配信における若年者の巻き込み 
・ ｅスポーツをきっかけとした ICT 関連資格取得の推奨 

自己肯定感の向上 ・ ゲームを通じて褒め合うことによる、不登校生徒などの交流施設への巻き込み 
（島しょ地域向き） 
部活動の選択肢の増加、 
本土との交流機会の創出 

・ 中高生におけるオンライン部活動・地域活動としてのｅスポーツの導入 

 

⑧まとめ 

 ｅスポーツには、「年齢や性別、障害の有無によらず楽しめるインクルーシブ性がある」「絆の形成や
認知機能向上に寄与する」などの特性がある。 

 行政が年齢や性別、国籍、障害などに関係なく参加できるといったｅスポーツの持つ特性を活かし
て事業に取り組むことは、住民からも肯定的にみられている。 

 多摩・島しょ地域におけるｅスポーツの活用に取り組む自治体はまだ少ないが、「高齢者福祉」「共
生社会の実現」「教育」分野での活用は、自治体・住民双方において関心が高い。 

 これらの分野においてｅスポーツを活用している先進事例では、フレイル予防や、障害者・健常者
間の交流機会の創出、コミュニケーション能力の向上などの効果が得られており、自治体がｅスポー
ツの活用に取り組むことは社会的な意義がある。

 ｅスポーツの活用が自治体のみで完結すること
はなく、民間と連携して取り組む必要がある。 

 民間に対して連携を打診する上でも、ｅスポ
ーツを活用することの目的を明確にした上で、

実施体制を構築することが望ましい。 

■ｅスポーツの活用を検討する上でのステップ 
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